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1公共性の再定義とガバナンス論
─日本における同時的展開の状況─
今　村　都南雄
　本稿は， 2年前の2012年11月に中国重慶で開催予定であった西南政法大学主催
国際シンポジウム「ガバナンス論から見る地域文化の活性化」に招聘された際，
開催事務局の同大学日本研究センターの要請により同年 9月初めに提出した筆者
の講演ペーパーについて，必要最小限の修正を施したものである。その国際シン
ポジウムは，日中両国間でのいわゆる尖閣諸島問題の政治イシュー化により翌年
3月まで開催が延期され，その日程が本大学の合同卒業式（学位授与式）と重なっ
て出席することがかなわなかった。このたび，本稿が筆者自身の研究主題に関す
る考察の未公開記録であることに留意して，本誌への掲載を申し出た。単語の英
語表記が比較的多い一方で脚註がないのも，もともと国際シンポジウムの講演
ペーパーとして執筆したためであることをお断りする。（2014年11月）
はじめに
　このたびの国際シンポジウムは，各国の地域文化とパブリック・ガバ
ナンスの関係を基調として企画されているように見受けられる。ここで
いう「地域文化」は国民社会レベルでの国民意識の構造を含むものと解
する。
　それを承けて本論では，日本におけるガバナンス概念の受容および
1990年代半ばからの公共性観念のとらえ方に見られる変化を概観したう
えで，行政学の理論枠組みの再構築に向かった筆者による概念化の骨格
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を提示し，併せてその概念化をうながした全国規模での国営サービスの
民営化の動向と，それとはやや趣を異にする地域社会レベルでの動向な
どに注意をうながす。さらには，筆者自身の行政学研究の経験を踏まえ
て，国境を超えたガバナンス問題への取り組みにどのような示唆がある
かについて言及し，日本におけるガバナンス論の問題点にも及ぶ。
　周知のように，ガバナンス論にはいくつかの系譜があり，国際関係の
レベルで論ずる場合と単一の国民国家レベルで論ずる場合，あるいは
もっとローカルな地域社会レベルで論ずる場合とで，おのずとその論じ
方に違いが見られる。また，企業経営の責任確保を論ずるコーポレー
ト・ガバナンス論であるとか，行政改革の新しい方式を提唱するNew 
Public Managementの議論でガバナンスを論ずる場合でも，それぞれの特
徴がある。
　しかしながら，地域社会から国際社会に至る政治行政システムを対象
として論ずる場合には，それがどのレベルであっても，「ガバナンス問
題」への取り組みは，おしなべて「公共性の問い直し」を伴っているこ
とで共通しているように思われる。その意味において，「ガバナンス」
と「公共性」とは，別々の切り離された論題ではなく，どちらを中心に
置くかの違いこそあれ，相互に関連したテーマであるということができ
そうである。双方を結びつけた「パブリック・ガバナンス」概念の形成
それ自体が，そのことを雄弁に物語っているのではないだろうか。
１ ．日本におけるガバナンス概念
　世界の社会科学においてガバナンス概念が市民権を得るに至ったのは
20世紀の第 4四半世紀，1980年代のことであった。もちろん，国によっ
て速い・遅いのちがいはある。国際的な研究季刊誌であるGovernanceが
「政策と行政の国際ジャーナル」として発刊されたのは1988年のことで
あるが，日本の社会科学においてガバナンス概念が広く用いられるよう
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になったのは，それよりもかなり遅かったように感じている。
　ところで，ガバナンス概念が日本において「学術雑誌上で比較的まと
まったかたちで登場した」最初の事例とされているのが，他ならぬ私の
「ガバナンスの観念」と題する短いエッセイであった。それは，一般財
団法人行政管理研究センター（Institute of Administrative Management）が刊行
している『季刊行政管理研究』（Public Administration Review Quarterly）第68号
の巻頭言として寄せたものであり，その短いエッセイが掲載されたの
は，いまから20年前の1994年暮れのことである。
　きっかけになったのは，その年の夏，日本の法曹実務家も含めた法律
学の分野で最もよく読まれている月 2回発行の雑誌『ジュリスト』（1994
年 8 月 1 -15日号，No.1050）で「コーポレート・ガバナンス」の特集が組ま
れたことにあった。私の短いエッセイを「学術雑誌上で比較的まとまっ
たかたちで登場した」最初の事例とした若手の研究者は，どうやら法律
雑誌の『ジュリスト』は学術雑誌に含まれないとみなしたようである
が，法律学を専攻している研究者からすれば，それはとんでもないこと
とされるであろう。ともかく，その『ジュリスト』の特集号が，日本で
「コーポレート・ガバナンス」という言葉が定着するようになったこと
を示す具体的なメルクマールであった。
　日本でのガバナンス概念の使用が，このように法律学の中の商法学，
企業法学の分野におけるコーポレート・ガバナンス論から始まったとい
うことが，はたして良かったのか悪かったのか。いまでも政府文書で
「ガバナンス」の語を使う際に「経営規律」という注釈がしばしばつけ
られているが，外国語による新しい概念の導入がどの分野から始まった
かということは存外とおろそかにできないのかもしれない。
　私自身のガバナンス論について補足すると，政治学の中で比較的新し
い行政学の分野を専攻した私の研究は組織理論の研究から始まってお
り，ガバナンス概念についても，前記の短いエッセイから使い始めたわ
けではない。それ以前から「ガバナンスの行政学」について語り，また
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他の研究者による著作の書評などでその表現を用いていた。ガバナンス
概念を使って公開の場でおこなった私の最初の講演は，それよりも 6年
前，1988年秋に横浜国際会議場で開催された「第10回地方の時代シンポ
ジウム」でのことである。「ローカル・セルフガバメントからローカル・
セルフガバナンスへの展開」が，そのときおこなった私のプレゼンテー
ションの主題であったが，分科会での私の報告タイトルは「世界に通用
する地方自治の確立を」であったので，その趣旨にそって国際レベルで
の公共観念にも言及し，「公共は国境を超えても成り立つ」ことを提起
した（第10回地方の時代シンポジウム報告『地方の時代いま─新たな課題に向かっ
て─』ぎょうせい，1988年 9 月参照）。
　日本の社会科学においてガバナンス概念が多用されているのは，国際
関係論の分野と行政学，なかでも地方自治の分野であり，この地方自治
の分野でガバナンス概念が流行するに至ったことが日本に特徴的である
ように思われる。そのきっかけは，1990年代半ばからの地方分権改革が
一段落したころ，それまで『地方分権』というタイトルで広く読まれて
いた月刊誌が，雑誌タイトルを『ガバナンス』に代えたことにあったよ
うに思われる。それが2001年春のことである。
　それ以来，ガバナンス論のキャッチフレーズ「ガバメントからガバナ
ンスへ」（from government to governance） を多くの人びとが唱えるようになり，
なかでも新しい行政改革方式としてのNPMの潮流にコミットする人び
とが，多くの場合，本来のガバナンス論の文脈に無頓着なまま，好んで
そのことを主張するようになってきた。そうなったがために，それまで
「ガバナンスの行政学」を唱えていた私などは，かえってガバナンスと
いう言葉をあまり使わなくなってしまったほどであった。
　私の認識では，governmentとgovernanceは語源を共にしており，船の
舵取り（steering）がもともとの原義であることをわきまえないと，国際
関係でいわれる「統治なきガバナンス」（governance without government） とい
うことの意味も曲解されてしまう。また，ガバナンスをガバナンスたら
公共性の再定義とガバナンス論
5
しめているエッセンスが「協力・協働」（cooperation and/or collaboration）に
あるということも適切に理解することができなくなるのではないかと思
う。従前から日本では，「パートナーシップ」という言葉が多用されて
きたが，最近の若者たちは，異なるアクター間の協力についてなんでも
かんでも「コラボ」と表現して，そちらを好んで使う傾向があるようで
ある。
　いずれにせよ，ガバナンス論にとってガバメント論を踏まえることは
必須の課題であり，その意味において，あまり安易に「ガバメントから
ガバナンスへ」という標語だけをくり返すのは考えものである。むしろ，
「ガバメントもガバナンスも」と表現したほうがよい。多彩なガバナン
ス形成において，ガバメントは，国でも地方でも，いぜんとして枢要な
地位を占めているのである。
　日本の国際関係を論ずる分野でガバナンス論が勢いを得たのは，最近
話題の環太平洋戦略的経済連携協定（TPP：Trans-Paciﬁc Partnership） の問題
の前に，東アジア共同体（East Asian Community）の問題が論壇で取り上げ
られるようになったことと関係しているのかもしれない。もちろん，世
界銀行が唱え始めた“good governance”をめぐる議論も大いに関係があ
る。また，国際社会における「市民社会」の形成を論ずる文脈において
ガバナンス論を論ずる研究者も次第に増えているようである。
　最近の日本では学問の世界だけでなく，ガバナンス概念が新聞の社会
面でも使われるようになってきている。代表例のひとつとして，一昨年
夏，日本相撲協会に「ガバナンスの整備に関する独立委員会」が設置さ
れたことが挙げられるであろう。「野球賭博」や「八百長相撲」の露見
がきっかけになったもので，その例に見られるように，たいていは不祥
事に対する対応策としてのガバナンスのあり方が話題になっているよう
に見受けられる。これも，既述したコーポレート・ガバナンス論の影響
であろう。
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２ ．国と地域における公共性の問い直し
　本論のはじめに，シンポジウムのテーマにかかわる「ガバナンス」と
「公共性」とは，別々の切り離された論題ではなく，どちらを中心に置
くかの違いこそあれ，相互に関連したテーマであるということができそ
うだと指摘した。1990年代半ば以降における日本の国内では，まさしく
そのような状況が現出している。
　日本経済は1990年代から大変厳しい状況に見舞われてきたが，20世紀
から21世紀への展開において，かなり大規模な行政改革がおこなわれ
た。中央省庁再編により新しい体制が出発したのは21世紀初頭のことで
ある。そのシナリオを用意したのが橋本内閣のもとで設置された行政改
革会議であり，その『行政改革会議最終報告』（1997年12月 3 日）において
キーワードとなったのが「公共性の空間」であった。
　『行政改革会議最終報告』では「公共性の空間」という用語が，異な
る章において 3回もくり返されている。すなわち，つぎのような 3つの
センテンスでのことである。その重要性にかんがみて，原文のまま引用
しておくことにする。①～③の最後に付した（　）内はそれぞれのセン
テンスが登場する章とその標題を示す。
①「公共性の空間」は，決して中央の「官」の独占物ではないとい
うことを，改革の最も基本的な前提として再認識しなければならな
い。（第Ⅰ章「行政改革の理念と目標」）
② 国と地方公共団体との間では，公共性の空間が中央の官の独占
物ではないという理念に立ち返り，統治権力の適正な配分を図るべ
く，地方分権を徹底する必要がある。（第Ⅱ章「内閣機能の強化」）
③ 今日，公共性の空間は，もはや中央の官の独占物ではなく，地
域社会や市場も含め，広く社会全体がその機能を分担していくとの
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価値観への転換が求められている。（第Ⅲ章「新たな中央省庁の在り方」）
　日本では，何が公共性であるか，特定の政策が公共の利益にかなうも
のであるかどうかを判定する公共性の判定権が，長らく「中央の官」に
よって独占されてきた。ここでいう「中央の官」とは，分かりやすくい
えば，国の政府を構成する中央の「霞ヶ関」省庁とそこに勤務する上級
官僚たちのことである。ところが，中央省庁の再編を課題とした行政改
革会議の公式報告において，その中央の霞ヶ関省庁による公共性の独占
をまず打破しなければ日本の将来はないとの認識が鮮明に打ち出され，
このことを「改革の最も基本的な前提」としなければならないとされた
のである。まさに画期的なことである。
　その際に第 1に重視されたのが，内閣機能の強化ということであっ
た。公共的問題の解決にあたって霞ヶ関省庁がすべてを仕切るのではな
く，国民主権の理念にのっとって憲法上の職権を行使する，政治機関と
しての内閣が荒波に浮かぶ「日本丸」の舵取りをすることができるよう
に，政治主導の確立を図らなければならないというわけである。
　そのうえで，改革の基本戦略として 2つの観点が採用された。それを
示すキャッチフレーズが「国から地方へ」と「官から民へ」である。行
き過ぎた中央集権体制を改めて，地方自治体が自己決定する範囲を広
げ，自己責任を負う体制へと転換しなければならないということ。それ
と同時に，市場社会の活力を生み出すには，民間でできることはできる
だけ民間に委ねるように仕向けなければならないということである。
　上記の政治主導の確立ということも，また改革の基本戦略を表す 2つ
の観点も，行政改革会議において初めて唱えられたものではないが，21
世紀の到来を直前にして，それらが具体的な改革のシナリオとともに打
ち出されたことが重要であり，おおむねその改革のシナリオに基づいて
その後の行政改革が進められていったことを見落としてはならないであ
ろう。
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　また，注目すべきは，国のレベルにおけるこうした行政改革と軌を一
にして，地域社会のレベルでも新しい動きが出てきたことである。それ
が「新しい公共」（New Public Commons）という考えに基づく新しい社会関
係形成の動きである。私自身がかかわったのは人口80万規模の東京・世
田谷区での改革であった。地域社会における各種の課題解決にあたっ
て，行政の責任でおこなう行政活動領域が存在するのはもちろんのこと
であるが，それ以外に住民（市民）・事業者が自己責任でおこなう民間独
自の活動領域が存在する。そしてさらに，住民（市民）や事業者と行政
が協働し，連携して問題を解決する仕組みが必要になってきていること
から，この活動領域を「新しい公共」として，地域社会の中に形成して
いくことを目指すべきだというのである。
　世田谷区では，まちづくりの事業などで住民と行政とのパートナー
シップ，あるいは民間企業などの事業者と行政とのパートナーシップが
従来からとられていたが，そうした 2者間のパートナーシップにとどま
らない，住民と事業者と行政との 3者間でのパートナーシップを，保健
福祉分野をさきがけとして積極的に展開しようということから，この 3
者間のパートナーシップ形成を「新しい公共」の理念のもとに推進して
いこうということになった。「新しい公共」の中心的な担い手としてと
りわけ期待されたのは，日本で「3.11震災」の呼称で呼ばれる東日本大
震災（2011年 3 月11日）の16年前に起きた阪神淡路大震災を機に大活躍を
した市民活動団体であり，その 3年後（1998年）に成立したNPO法（特定
非営利活動促進法）によって法人格を認定された諸団体（NPO：Non Proﬁt 
Organization）であった。世田谷区の試みに触発されて，「新しい公共」を
創造する市民活動推進条例を制定した自治体（神奈川県大和市）もある。
　かねてから，日本の行政文化を指して「官の行政文化」だとする見解
が有力であった。既述した「中央の官」の支配も，明治国家形成期以来
の伝統的権威観に支えられていたのである。しかし，国のレベルと地域
社会のレベルの双方における「公共性の再定義」の動向は，そのすべて
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が評価に値するものではないにせよ，たしかに伝統的な「官の行政文
化」の支配を根底から覆す可能性を指し示している。社会科学における
「文化」概念の用法は，特定の要因との関係では説明がつかない場合の
残余概念として多用される傾向が見られるが，最も変わりにくい性格を
有する文化的伝統において，その中核をなす公共観念のとらえ方に重要
な変化が生じ，国と地方の双方のレベルにおいて「公共性の再定義」が
おこなわれてきていることは，間違いなく注目に値する。
３ ．問われたガバナンス問題のとらえ方
　国と地域における公共性の問い直しと並行して，日本の「政府体系」
における基幹的な関係構造をめぐるガバナンス問題が，人びとによって
あらためて認識されるようになってきた。先に触れた地方分権に関する
月刊誌『ガバナンス』が登場したことにもそのことがうかがわれよう。
　「国から地方へ」のキャッチフレーズによる地方分権の進展が，そう
したガバナンス問題のひとつであったし，「官から民へ」のキャッチフ
レーズによる公共サービス供給システムの改革もまた同様である。さら
に，霞ヶ関省庁に依存した官僚主導体制からの脱却を目指した政治主導
の確立という改革課題，「官から政へ」がそれらに加わった。
　これら 3つの問題群の中で，ガバナンス論の観点から私が最も重視し
たのは 2番目の政府・公共部門と民間部門との関係であり，欧米主要国
における公共部門の再編も含めて，その背景にはいわゆるグローバリ
ゼーションの進行があった。すでに述べた公共性の問い直しも，けっし
て日本に特有のものではないのである。
　そこで私は，政府・公共部門と民間部門との関係をベースとして，そ
れに政府部門内部における国（中央政府）と地方（地方自治体）との関係お
よび国と地方の双方の政府レベルにおける政治と行政との関係を組み合
わせた「政府体系」（Governmental System or Governing System）の概念化を試
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み，それらの 3つの関係の絡み合いにくりかえし注意をうながすことと
なった。どれかひとつではないのである。たとえば，古くからの地方分
権改革についていうならば，その今日的な特徴は，それが自治体行政
サービスの相次ぐアウトソーシングをもたらした公共サービス改革と連
動しているところにこそあるのであって，このことを的確に見抜くこと
が求められる。そして，地方分権改革の成否は，国から地方への権限や
税財源の移譲を迫られる霞ヶ関省庁の対応によるところが大きいのであ
るから，その抵抗を政治的にどこまで抑えることができるのかという，
政治家と官僚との「政官関係」（国レベルでの政治・行政関係）に左右される
こととなる。
　私のガバナンス論はこのような「政府体系」の概念化とほとんど重な
り合っている。しかし，この概念枠組みでは，先のセクションで述べた
公共性の問い直しの中の，地域社会における「新しい公共」の形成まで
をうまくとらえきれないうらみがある。
　周知のように，政府・公共部門と民間部門との関係について，欧米で
は伝統的に国家と社会との二元図式で整理され，そこでは，近代的な国
民国家の確立に即して公共性を定義づけ，その中身を判定するのは国家
の役割だとする理解が一般化してきた。ところが，人びとの円滑な日常
生活に不可欠な公共サービスのとらえ方に見られるように，国家の政府
機関がそれを提供するから公共サービスだとは言い切れない。公共サー
ビスは国民から徴収した税金と公務員によってのみ担われるのではない
のであって，個別のサービスに応じてその受益者に料金の負担を課すこ
ともあれば，公務員身分を有しない人びとがサービス供給の中心部分を
担うことのほうがむしろ多いのが現実である。公共サービスは株式会社
の形態をとった民間企業によっても古くから供給されてきたのであった。
　日本では，1980年代の後半まで国が直轄し全国規模で運営してきた国
鉄（Japan National Railways）が存在した。また電話や電報の通信サービス
は電電公社（Nippon Telegraph and Telephone Public Corporation）が担当してきた。
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このいずれもが民営化され，国鉄はJR （Japan Railways）に，電電公社は
NTT （Nippon Telegraph and Telephone Corporation）にかわった。さらに2005年に
は，郵政民営化の是非を最大の争点とする総選挙で，当時の小泉内閣が
圧倒的多数の国民の支持を得ることになり，その 2年後に日本郵政
（Japan Post Holdings）が発足するに至った。
　こうした全国規模の「官から民へ」の動向とは異なり，「新しい公共」
の形成は社会の側にそのイニシアティブがある。NPOやその他の市民活
動団体が主たる担い手として登場する。法人格を認定されたNPO法人は
今のところ全国で45,700を超えたところであり，今後ますますその数が
増加していくであろうと予想される。かつて日本の市民運動は行政機関
や民間企業との対抗関係によって彩られていたが，今日の様相はかなり
異なってきている。「新しい公共」形成に参加するNPOや市民活動団体
は，むしろ行政機関や民間の事業者との協力・提携関係をとり結ぶ可能
性を追求しようとする。これぞまさしく市民のイニシアティブに基づく
新しいガバナンスの形態である。
　さらに付け加えると， 5年前の政権交代にあたって，この「新しい公
共」の形成とそれに対する支援が，民主党政権からあらためて打ち出さ
れることとなり，今後どのような展開をみせることになるのかが注目さ
れるところである。私見では，特定の政党や政治勢力と結びつくよりも，
それらとは一線を画した地域社会レベルでの多彩な展開を通じて，各分
野での「協治（cooperative governance）に支えられた自治」の仕組みが拡充
されることが重要ではないかと思う。
　国のレベルにおける性急な政治主導確立の企てにかんしては多くの批
判がある。また，「官から民へ」の掛け声にしたがった一方的な行政サー
ビスのアウトソーシングに対しても厳しい反省が求められている。その
なかで「新しい公共」の形成とそれに対する社会的支援の強化が要請さ
れているのであり，この動きは日本における市民社会再構築の課題に応
えるものでもある。
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４ ．国境を超えた取り組みへの示唆
　すでに触れたように，ガバナンス問題への取り組みは地域社会から国
際社会にまで及んでいる。そして「公共は国境を超えても成り立つ」こ
とを忘れるべきではない。私たちにとっては，さしあたり，アジア太平
洋地域におけるガバナンスと公共性の問題を視野におさめておく必要が
あろう。
　とはいえ，アジア太平洋地域の全体を見渡したうえでその問題を論ず
ることは，残念ながら私の能力を超える。せいぜいのところ，自分自身
のこれまでの研究を踏まえて，国民国家の国境を超えた国際社会での問
題についてどのように取り組んだらよいかということに言及するにとど
まる。
　公共性の観念が成立するには，それがどのレベルの社会のことであっ
ても，一定の共同性（commonality; commonness）が存在することが前提にな
るであろう。したがって，それがアジア太平洋地域のことであるならば，
その地域的広がりにおいてどの程度の共同性が存在するのか，すなわ
ち，同一の共同社会（community）を構成していると見なすことができる
ような，社会的・経済的・政治的・文化的諸関係の実体（substance）がど
の程度まで共有されているかを見きわめるところから出発しなければな
らない。
　そのうえで，その地域におけるガバナンスの問題を検討するというこ
とになれば，それぞれの国家の中央政府機関相互の外交的関係にとどま
らない，もっと広範な共通の「公共的問題」（public affairs）がどのような
かたちで存在しているのか，そして，それらの各種の公共的問題に関し
て，中央政府以外の多様なアクター間での相互関係のネットワークがど
の程度まで形成されているのかということが重要なポイントになってく
るであろう。なぜなら，国内の問題であると国際的な問題であるとを問
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わず，対象とされるべき公共的問題は政府の守備範囲をはるかに超えた
広がりにおいて形成され，またそれへの対応が求められることになるか
らに他ならない。そうした政府以外のアクターとなれば，まず第 1に各
種・各分野の企業組織が挙げられるが，地方レベルで国際的な協力関係
を構築している地場産業の中小企業の存在を見落とさないようにするこ
とが大事である。そのほか国連の専門機関や各国の準政府機関と提携し
て活動を繰り広げているNGOはもちろんのこと，文化的・学術的交流
にかかわる諸団体にまで視野を広げる必要があるであろう。
　最後に，私のガバナンス研究から学びとった基本的な視点を 2つだけ
指摘しておきたい。ひとつは，「中央統制（central control）の限界」を見
きわめるところから出発すること，もうひとつは，対象とする「システ
ムの自律性に対する疑念」を忘れないようにすることである。この 2つ
のことは密接に関連しあっているが，ガバナンス問題へのアプローチに
おいて非常に重要なことであると考えている。
　どんなに精緻に設計された中央統制の仕組みであっても，当初の想定
どおりに作動するものではない。組織理論等の成果に学ばなくとも，社
会的な制度やシステムの実際の行動の大部分は，その環境条件の変化に
よって大きく制約されていることは明白であるし，公式の文書に明示さ
れていないインフォーマルなルールに左右されるのがしばしばである。
各種のガバナンス問題は，中枢部からのコントロールが効かなくなった
状況のもとでこそ発生してくることをあらかじめわきまえてかかること
が肝要であると思う。
　また，どのようなシステムの構成を考えるにせよ，それがひとつのシ
ステムとして存立することを想定するとなれば，それを取り巻く外部環
境との間にあらかじめ一定の境界線を引かざるをえない。しかしそのこ
とから，当のシステムの自律性を，過度に信じてかかることは警戒を要
する。どんなシステムも，それが組織化され実体化されるにしたがって，
いわばゴーイング・コンサーンの経営体としての存続を図ることになら
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ざるをえなくなる。そこにおいて最も重要であり，かつ深刻なガバナン
ス問題は，既存システムによる自律的な解決が困難なものであることが
少なくないという現実である。端的にいえば，「経営のロジック」を超
えた次元でこそ，ガバナンス論で取り上げるにふさわしいガバナンス問
題が発現するのである。
　最初に触れた日本におけるガバナンス概念の用法との関連で，私が経
験した一つのエピソードをここで紹介しておくこととしよう。それは，
ガバナンス概念が日本に入ってきた1990年代の前半のことであった。す
なわち1993年の春，東京に世界の主要な68都市の首長，行政実務家，研
究者が集まって「都市経営世界会議」が開催された。国連と東京都の共
催である。この「都市経営」に当たる英語表記として国連事務局の企画
で採用されたのが他ならぬ“Metropolitan Governance”であった。とこ
ろが，その準備段階で東京都の事務局から，ガバナンスという言葉はな
じみがないからマネジメントに換えてほしいという注文がついた。大学
院時代の友人であった国連事務局の担当者からの相談をうけて，私ども
は協議を重ね，日本語では「都市経営」でかまわないが，英語表記は
“Metropolitan Governance”でなければ駄目だという結論に至った。約
20年前の日本は，まだそのような状況だったのである。
　このエピソードは何も国境を超えた国際的な問題についてのものでは
ないが，国際社会で通用しはじめていたガバナンス概念に対して，それ
をそのまま都市問題の解決に適用することに相当の抵抗感があったこと
を示している。理由のひとつとしては，思うに，日本でのガバナンス概
念の使用がコーポレート・ガバナンス論から始まったという事情にも由
来する。その「コーポレート・ガバナンス」にかんする『ジュリスト』
特集号は，上記の「都市経営世界会議」の翌年の刊行であり，当時から
今日に至るまで，「コーポレート・ガバナンス」の訳語に「企業統治」
が当てられている。しかし，これでは伝統的な「ガバメント」の用語に
かえて「ガバナンス」の用語を用いることの意義が曖昧になってしま
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い，各種の都市問題の解決にあたって，いぜんとして政府機構の頂点か
ら一元的に「統べて治める」イメージが支配的になってしまう。した
がって，「統治」のイメージが付着しがちな「ガバナンス」の語よりも
むしろ「経営」のほうがよいのではないかという，日本の当事者たちの
認識があったのではないかと推測される。
　「ガバメント」と「ガバナンス」が語源を共にしてはいることは既述
したとおりである。しかし両者は単純に一方を他方に置き換えてすむよ
うな関係にはない。その意味で，「コーポレート・ガバナンス」を「企
業統治」と訳し，そのままにしていることには再考をうながしたいとこ
ろである。さればといって，「ガバナンス」と「経営」とは同義ではな
いし，ひたすら経営規律の強化を論ずる文脈でガバナンス問題をとらえ
ることにも同様な危惧を感じざるをえない。
　日本でのガバナンス論を見ていると，ガバナンス概念がポピュラーに
なってからすでにかなりの年月が経過しているにもかかわらず，なぜ，
「統治」でも「経営」でもなく「ガバナンス」なのか，といった基本的
な事柄にかんしてすら十分なコンセンサスが成り立っていないことに気
づかされる。国境を超えた国際的なガバナンス問題に取り組むにあたっ
ても，もともとその国際関係の分野において，「ガバメントからガバナ
ンスへ」あるいは「統治なきガバナンス」が唱えられるようになった事
情にくり返し立ち返ることによって，可能な限りの共通認識をもつよう
に努めることが必要であろう。各国における地域文化の比較研究を通じ
て，上記のような基本用語の用法にかんする国々の差異が明らかにさ
れ，やがてメタ・レベルでの，公私両部門をまたぎ超えた「パブリッ
ク・ガバナンス」の理解が着実に進むように願ってやまないところであ
る。
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おわりに
　日本は2011年 3 月11日に勃発した東日本大震災によって大きな被害を
蒙ることになった。巨大津波による被害も甚大で，復興の道のりは遠い
が，福島第一原発の事故による放射線被害はさらに深刻である。この
「3.11震災」は10年前のアメリカ合衆国を襲った「9.11テロ」に匹敵す
る世界的大事件であり，本論も，それを具体例として論じたほうが時宜
にかなうものであったのかもしれない。
　私は長年にわたって行政学の研究に従事してきた。しかし，その行政
学における伝統的な教義や視座に固執していては，大災害がもたらす諸
問題の本質になかなか迫ることができない。そのことは，すでに19年前
の阪神淡路大震災のときから，ある程度まで分かっていたことである。
そこで私は，効率至上主義的な思潮がますます優勢になってくるなか
で，人びとの生命にかかわるようなファンダメンタルな施設整備や政策
においては，とかく非難されがちな「リダンダンシー」（redundancy）の考
えこそが大切であって，それ以外の場合においても，効率至上主義の制
度設計に偏した場合には，失うものがあまりに大きくなることを機会あ
るごとに主張してきた。「3.11震災」への対応策において，こうした考
え方がそれなりに評価されるようになってきたことは歓迎すべきではあ
るものの，悲しいことに私たちは，時が経つとともに，忘れてはいけな
いことまでもとかく忘れがちになる。
　本論で取り上げた公共性の問い直しにおいても，また現実の公共的問
題についてのガバナンス論からの取り組みにおいても，それぞれの分野
における学問のあり方が問われていることを自覚してかからなければな
らないであろう。いわゆる「論語読みの論語知らず」の例証としてしば
しば批判的に使われる警句，「よらしむべし，知らしむべからず」（民可
使由之　不可使知之）は，統治の実務に携わる人びとだけに関係するので
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はなく，各専門分野での専門家として立ち居振る舞うことが求められる
学者や研究者にとっても無縁なものではないということである。
